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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第125期

第２四半期連結
累計期間

第126期
第２四半期連結

累計期間
第125期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 60,511 67,520 134,003

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △4,178 2,953 △1,808

親会社株主に帰属する
四半期純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) △5,403 2,248 △11,913

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △6,251 4,692 △10,680

純資産額 (百万円) 47,219 47,404 42,642

総資産額 (百万円) 129,938 136,630 132,627

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期(当期)純損失
(△)

(円) △40.45 16.83 △89.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － 4.98 －

自己資本比率 (％) 32.3 30.2 28.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,963 1,858 5,587

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,196 695 △2,742

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,399 △779 △4,982

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 24,055 31,580 29,592
 

 

回次
第125期

第２四半期連結
会計期間

第126期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) △19.32 5.50
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　第125期第２四半期連結累計期間及び第125期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、

潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期(当期)純損失であるため、記載しておりません。

３　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものでありますが、予測しえない

経済状況の変化等さまざまな要因があるため、その結果について、当社が保証するものではありません。

なお、会計方針の変更として、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益

認識会計基準」という。)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。詳細は「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項(会計方針の変更)及び(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 
(1) 経営成績の状況

当社第２四半期(2021年４月１日～2021年９月30日)における当社グループを取り巻く事業環境は、地域によって

は新型コロナウイルスの感染が再拡大しつつあり収束が見通せない状況に加えて、半導体不足による完成車メー

カーの減産や原材料価格上昇などもあり、依然として不透明な状況が続いております。

このような状況下、当第２四半期連結累計期間(注)における当社グループの業績は、米国では、米系の完成車

メーカーのモデルチェンジによってＯＥＭ(新車組付け)用製品がほぼ生産終了となったため受注が減少しました

が、日本・アジア・欧州では、前期における新型コロナウイルス感染症の影響による完成車メーカーの工場稼働停

止や事業活動の制限などからの反動増により受注が回復し、売上高は675億円(前年同期比11.6％増)となりました。

利益面では、米国における受注減による利益の減少はありましたが、新型コロナウイルス感染症による受注減少か

らの回復、事業構造改革の一部の施策の効果、固定費の削減、特に日本における人員適正化による効果が大きく寄

与し、営業利益は31億円(前期は営業損失31億円)、経常利益は30億円(前期は経常損失42億円)となりました。

特別損益については、前期に閉鎖した米国の生産拠点の不動産売却などにより、固定資産売却益５億円を計上し

ました。これにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は22億円(前期は54億円の損失)となりました。

 
(単位：億円)

 前期 当期 増減 増減率

売上高 605 675 70 11.6％

営業利益 △31 31 62 －％

経常利益 △42 30 71 －％

税金等調整前四半期純利益 △52 33 85 －％

親会社株主に帰属する四半期純利益 △54 22 77 －％
 

 

セグメントごとの業績は次のとおりです。

(単位：億円)

 
売上高 営業利益

前期 当期 増減 増減率 前期 当期 増減 増減率

日本 257 326 68 26.4％ △9 27 36 －％

北米 209 162 △47 △22.4％ △25 △12 12 －％

欧州 58 63 5 8.2％ △1 △0 0 －％

中国 50 57 7 13.6％ △0 2 2 －％

タイ 26 34 8 32.7％ 1 5 4 319.4％

インドネシア 56 86 31 55.3％ 1 9 8 753.4％

連結消去 △51 △53 △2 －％ 2 1 △1 △42.5％

連結 605 675 70 11.6％ △31 31 62 －％
 

EDINET提出書類

曙ブレーキ工業株式会社(E02161)

四半期報告書

 3/28



 

①　日本

半導体不足による完成車メーカーの減産の影響が多少ありましたが、前期の新型コロナウイルス感染症による

受注減少からの反動により、売上高は326億円(前年同期比26.4％増)となりました。

利益面では、市況高騰の影響はあったものの、売上高増加による利益の増加に加えて、前期に実施した国内生

産拠点の早期退職措置による労務費の適正化、これまでに取り組んできた費用抑制の効果が持続していることな

どにより、営業利益は27億円(前期は営業損失９億円)となりました。

 
②　北米

主要な顧客であった米系完成車メーカーのモデルチェンジによってＯＥＭ用製品がほぼ生産終了となったこと

に加え、半導体不足による完成車メーカーの減産影響もあり、売上高は162億円(前年同期比22.4％減)と大幅な減

収となりました。

利益面では、売上減少の影響が大きいことに加え、原材料価格上昇の影響などがありましたが、大幅な受注減

に対応するため前期に生産２拠点を閉鎖して、生産人員の適正化や生産性改善、工場間の生産移管による生産効

率化などに取り組んできた効果により、営業損失は12億円(前期は営業損失25億円)に留まりました。

 
③　欧州

半導体不足による完成車メーカーの減産の影響が多少ありましたが、前期の新型コロナウイルス感染症による

受注減少からの反動により、売上高は63億円(前年同期比8.2％増)となりました。

利益面では、スロバキア工場においては、売上高増加による利益の増加に加えて、不良品の低減、生産性向上

によるコスト削減効果があったものの、フランスのアラス工場閉鎖に向けた費用等が嵩み、営業損失は４千万円

(前期は営業損失１億円)となりました。

 
④　中国

主要な日系完成車メーカー向け製品の受注の伸び悩みがあったものの、前期の新型コロナウイルス感染症によ

る受注減少からの反動により、売上高は57億円(前年同期比13.6％増)となりました。

利益面では、政府による社会保険料の減免がなくなりましたが、人員の適正化および売上高増加による利益の

増加が寄与し、営業利益は２億円(前期は営業損失１千万円)となりました。

 
⑤　タイ

一部の欧米系完成車メーカーの受注減少はあったものの、前期の新型コロナウイルス感染症による受注減少か

らの反動により受注が回復し、また主要な日系完成車メーカー向けの補修用製品の受注が増加したことにより、

売上高は34億円(前年同期比32.7％増)となりました。

利益面では、売上高増加による利益の増加に加えて、基幹部品である鋳物を外部購入から当社の鋳物工場での

内製に切り替え、付加価値を高めたことが寄与し、営業利益は５億円(前年同期比319.4％増)となりました。

 
⑥　インドネシア

政府による新車購入時の奢侈税免除・減税が実施されたことに加え、前期の新型コロナウイルス感染症による

受注減少からの反動増、特に自動二輪車用及び小型乗用車用製品の受注が増加したことにより、売上高は86億円

(前年同期比55.3％増)と大幅な増収となりました。

利益面では、売上高増加による利益の増加に加えて、生産性改善や購入部品の内製化、現地調達への切り替え

などの合理化効果があり、営業利益は９億円(前年同期比753.4％増)となりました。

 
(注)　当第２四半期連結累計期間とは

(1) 北米・中国・タイ・インドネシア：2021年１月～2021年６月

(2) 日本・欧州　　　　　　　　　　：2021年４月～2021年９月　となります。
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(2) 財政状態の状況

資産、負債及び純資産の状況

(単位：億円)

(資産の部) 前期末 当期末 増減 (負債・純資産の部) 前期末 当期末 増減

流動資産 700 738 38 流動負債 313 306 △7

現金及び預金 296 316 20 仕入債務 172 163 △8

売上債権 260 236 △24 有利子負債 10 12 3

棚卸資産 122 159 38 その他 132 131 △1

その他 23 27 4 固定負債 587 586 △1

固定資産 627 628 2 有利子負債 480 478 △1

有形固定資産 468 456 △12 その他 107 108 0

投資有価証券 58 70 12 負債合計 900 892 △8

その他 101 103 2 純資産 426 474 48

総資産 1,326 1,366 40 負債・純資産 1,326 1,366 40
 

 
(資産)

当期末の資産は1,366億円と前期末比40億円の増加となりました。

流動資産は738億円と前期末比38億円の増加となりました。これは主に、新型コロナウイルス感染症に端を発し

た海上輸送遅延による在庫積み増しなどにより棚卸資産が38億円増加したことによるものです。固定資産は628億

円と前期末比２億円の増加となりました。これは主に、減価償却費の計上などにより有形固定資産が12億円減少

した一方で、株価の上昇により投資有価証券が12億円増加したことによるものです。

(負債)

当期末の負債は892億円と前期末比８億円の減少となりました。

流動負債は306億円と前期末比７億円の減少となりました。これは主に、直近の完成車メーカーの減産影響によ

り仕入債務が８億円減少したことによるものです。固定負債は586億円とほぼ前期末並みとなりました。なお、有

利子負債残高491億円から「現金及び預金」を控除したネット有利子負債残高は175億円であります。

(純資産)

当期末の純資産は474億円と前期末比48億円の増加となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純

利益の計上により利益剰余金が25億円増加したことに加え、株価の上昇によりその他有価証券評価差額金が９億

円、円安の影響により為替換算調整勘定が９億円、それぞれ増加したことによるものです。なお、収益認識会計

基準等の適用により、利益剰余金の期首残高が１億円増加しております。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当期末の現金及び現金同等物は、前期末比20億円増加の316億円となりました。

(単位：億円)

 前期 当期 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー △40 19 58

投資活動によるキャッシュ・フロー △12 7 19

計    

(フリー・キャッシュ・フロー) △52 26 77

財務活動によるキャッシュ・フロー △34 △8 26
 

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

主な要因として、税金等調整前四半期純利益33億円や減価償却費28億円があった一方で、棚卸資産の増加額△

33億円や事業再編による支出10億円などにより、資金が増加となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

主な要因として、日米を中心とした設備投資により有形及び無形固定資産の取得による支出18億円があった一

方で、米国の閉鎖生産拠点の不動産売却などにより有形及び無形固定資産の売却による収入25億円の計上などに

より、資金が増加となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

主な要因として、長期借入金の返済による支出３億円、ファイナンス・リース債務の返済による支出３億円及

び非支配株主への配当金の支払額２億円などにより、資金が減少となりました。
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(4) 経営方針

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は1,016百万円であり、この他に日常的な

改良に伴って発生した研究開発関連の費用は1,819百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した「①当社国内生産子会社が製造する一部製品の定期検査報告にお

ける不適切な行為について」への対応として、IATF 16949及びISO 9001の早期の再認証に向けて尽力してまいりま

した。その結果、2021年10月13日までに、当社及び国内生産子会社４社の全ての拠点において、認証の再取得が完

了いたしました。今後も再発防止策を着実に実行することにより、コンプライアンス並びにガバナンスの強化を図

ることで、信頼の回復に全力で取り組んでまいります。

 
(7) 従業員数

①　連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間末の当社グループの従業員数は、日本セグメントにおいて国内生産拠点の社員を対

象とした早期退職措置を実施したことや、北米セグメントにおいて生産人員の適正化を実施したことなどによ

り、前連結会計年度末の6,299名から347名減少し、5,952名となりました。

 
(8) 重要な設備の新設等

直近の状況を踏まえ、設備の新設・更新等の計画を見直しました。当連結会計年度の設備投資は6,410百万円であ

り、セグメント毎の内訳は次のとおりであります。

セグメントの名称
投資予定額
(百万円)

設備の内容

日本 2,310 老朽更新投資、品質改善投資、工場再編投資、新規立上げ投資など

北米 2,520 新規立上げ投資、合理化投資、老朽更新投資など

欧州 110 合理化投資、ＩＴ投資、環境対策など

中国 1,040 新規立上げ投資、環境対策、研究開発など

タイ 40 新規立上げ投資、合理化投資、ＩＴ投資など

インドネシア 390 合理化投資、老朽更新投資、ＩＴ投資など

合計 6,410 ―
 

(注) １　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２　設備計画投資に係る今後の主要資金については、主として、自己資金をもって充当する予定であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 543,000,000

A種種類株式 20,000

計 543,000,000
 

(注) 当社の各種類株式の発行可能種類株式総数の合計は543,020,000株であり、当社定款に定める発行可能株式総数

543,000,000株を超過しますが、発行可能種類株式総数の合計が発行可能株式総数以下であることにつきまして

は、会社法上要求されておりません。

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 135,992,343 135,992,343
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株(注)２

A種種類株式 20,000 20,000 非上場
単元株式数
１株(注)３

計 136,012,343 136,012,343 ― ―
 

(注) １　「提出日現在発行数」欄には、2021年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

２　完全議決権株式であり、権利内容に特に限定のない当社における標準となる株式であります。

３　A種種類株式の内容は、以下のとおりです。

1．種類株式に対する剰余金の配当

(1) A種優先配当金

当社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当の

基準日(以下、「配当基準日」といいます。)の最終の株主名簿に記載又は記録されたA種種類株式を有す

る株主(以下、「A種種類株主」といいます。)又はA種種類株式の登録株式質権者(A種種類株主と併せて

以下、「A種種類株主等」といいます。)に対し、下記9.(1)に定める支払順位に従い、A種種類株式１株

につき、下記(2)に定める額の金銭による剰余金の配当(かかる配当によりA種種類株式１株当たりに支払

われる金銭を、以下、「A種優先配当金」といいます。)を行う。なお、A種優先配当金に、各A種種類株

主等が権利を有するA種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨

てる。

(2) A種優先配当金の金額

A種優先配当金の額は、配当基準日が2020年３月末日以前に終了する事業年度に属する場合、

1,000,000円(以下、「払込金額相当額」といいます。)に、4.0％を乗じて算出した額の金銭について、

配当基準日が2020年４月１日以降に開始し2021年３月末日以前に終了する事業年度に属する場合、払込

金額相当額に、4.5％を乗じて算出した額の金銭について、配当基準日が2021年４月１日以降に開始し

2022年３月末日以前に終了する事業年度に属する場合、払込金額相当額に、5.0％を乗じて算出した額の

金銭について、配当基準日が2022年４月１日以降に開始する事業年度に属する場合、払込金額相当額

に、5.5％を乗じて算出した額の金銭について、当該配当基準日の属する事業年度の初日(但し、当該配

当基準日が2020年３月末日に終了する事業年度に属する場合、2019年９月30日)(同日を含む。)から当該

配当基準日(同日を含む。)までの期間の実日数につき、１年を365日(但し、当該事業年度に閏日を含む

場合は366日)として日割計算を行うものとする(除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、そ

の小数第２位を四捨五入する。)。但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日より前

の日を基準日としてA種種類株主等に対し剰余金を配当したときは、当該配当基準日に係るA種優先配当

金の額は、その各配当におけるA種優先配当金の合計額を控除した金額とする。
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(3) 非参加条項

当社は、A種種類株主等に対しては、A種優先配当金及びA種累積未払配当金相当額(下記(4)に定め

る。)の額を超えて剰余金の配当を行わない。但し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第

758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の

中で行われる同法第763条第１項第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配

当についてはこの限りではない。

(4) 累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてA種種類株主等に対して行われた１株当たりの剰余金の配当

(当該事業年度より前の各事業年度に係るA種優先配当金につき本(4)に従い累積したA種累積未払配当金

相当額(以下に定義される。)の配当を除く。)の総額が、当該事業年度に係るA種優先配当金の額(当該事

業年度の末日を基準日とする剰余金の配当が行われると仮定した場合において、上記(2)に従い計算され

るA種優先配当金の額をいう。但し、かかる計算においては、上記(2)但書の規定は適用されないものと

して計算するものとする。)に達しないときは、その不足額は、当該事業年度(以下、本(4)において「不

足事業年度」といいます。)の翌事業年度以降の事業年度に累積する。この場合の累積額は、不足事業年

度に係る定時株主総会(以下、本(4)において「不足事業年度定時株主総会」といいます。)の翌日(同日

を含む。)から累積額がA種種類株主等に対して配当される日(同日を含む。)までの間、不足事業年度の

翌事業年度以降の各事業年度において、当該事業年度が2020年３月末日以前に終了する事業年度の場合

は年率4.0％の利率で、当該事業年度が2020年４月１日以降に開始し2021年３月末日以前に終了する事業

年度の場合は年率4.5％の利率で、当該事業年度が2021年４月１日以降に開始し2022年３月末日以前に終

了する事業年度の場合は年率5.0％の利率で、当該事業年度が2022年４月１日以降に開始する事業年度の

場合は年率5.5％の利率で、１年ごと(但し、１年目は不足事業年度定時株主総会の翌日(同日を含む。)

から不足事業年度の翌事業年度の末日(同日を含む。)までとする。)の複利計算により算出した金額を加

算した金額とする。なお、当該計算は、１年を365日(但し、当該事業年度に閏日を含む場合は366日)と

した日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２

位を四捨五入する。本(4)に従い累積する金額(以下、「A種累積未払配当金相当額」といいます。)につ

いては、下記9.(1)に定める支払順位に従い、A種種類株主等に対して配当する。

2．残余財産の分配

(1) 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、A種種類株主等に対し、下記9.(2)に定める支払順位に従い、A種

種類株式１株につき、払込金額相当額に、A種累積未払配当金相当額及び下記(3)に定める日割未払優先

配当金額を加えた額(以下、「A種残余財産分配額」といいます。)の金銭を支払う。但し、本(1)におい

ては、残余財産の分配が行われる日(以下、「分配日」といいます。)が配当基準日の翌日(同日を含

む。)から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当

基準日を基準日とする剰余金の配当は行われないものとみなしてA種累積未払配当金相当額を計算する。

なお、A種残余財産分配額に、各A種種類株主等が権利を有するA種種類株式の数を乗じた金額に１円未満

の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

(2) 非参加条項

A種種類株主等に対しては、上記(1)のほか、残余財産の分配は行わない。

(3) 日割未払優先配当金額

A種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額は、分配日の属する事業年度において、分配日を基準

日としてA種優先配当金の支払がなされたと仮定した場合に、上記1.(2)に従い計算されるA種優先配当金

相当額とする(以下、A種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額を「日割未払優先配当金額」とい

います。)。

3．議決権

A種種類株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

4．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 普通株式対価取得請求権

A種種類株主は、2019年10月１日以降いつでも、当社に対して、下記(2)に定める数の普通株式(以下、

「請求対象普通株式」といいます。)の交付と引換えに、その有するA種種類株式の全部又は一部を取得

することを請求すること(以下、「普通株式対価取得請求」といいます。)ができるものとし、当社は、

当該普通株式対価取得請求に係るA種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内におい

て、請求対象普通株式を、当該A種種類株主に対して交付するものとする。
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(2) A種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

A種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、普通株式対価取得請求に係るA種種類株式の

数に、(ⅰ)A種種類株式１株当たりの払込金額相当額に下記に定める普通株式対価取得プレミアムを乗じ

て得られる額並びに(ⅱ)A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる

額を、下記(3)及び(4)で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、本4.においては、A種累積未

払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び

「分配日」をそれぞれ「普通株式対価取得請求の効力が生じた日」と読み替えて、A種累積未払配当金相

当額及び日割未払優先配当金額を計算する。また、普通株式対価取得請求に係るA種種類株式の取得と引

換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、こ

の場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。

「普通株式対価取得プレミアム」とは、普通株式対価取得請求の効力が生ずる日が以下の各号のいず

れの期間に属するかの区分に応じて、以下の各号に定める数値をいう。

①　2020年６月30日まで ：1.13

②　2020年７月１日から2021年６月30日まで ：1.20

③　2021年７月１日から2022年６月30日まで ：1.27

④　2022年７月１日から2023年６月30日まで ：1.34

⑤　2023年７月１日から2024年６月30日まで ：1.41

⑥　2024年７月１日から2025年６月30日まで ：1.48

⑦　2025年７月１日以降 ：1.55
 

(3) 当初取得価額

当初取得価額は80円とする。

(4) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①　普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償

割当て前発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。)」、「分割後発

行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式

を除く。)」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数
 

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ずる日(株式無

償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日)以降これを適用する。

②　普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
 

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。

③　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が

保有する普通株式を処分する場合(株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本(4)において同じ。)

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若し

くは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。)、次の算式(以下、「取得価額調整式」と

いいます。)により取得価額を調整する。取得価額調整式における「１株当たり払込金額」は、金

銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得価額

は、払込期日(払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日)の翌日以降、また株主への割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日(以下、「株主割当日」といいます。)の翌日以降これ

を適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発

行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する普通株式

の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

    (発行済普通株式数
－当社が保有する
普通株式の数)

＋
新たに発行する普通株式の数 ×１株当たり払込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×

普通株式１株当たりの時価

(発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数)
＋新たに発行する普通株式の数
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④　当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることがで

きる株式を発行又は処分する場合(株式無償割当ての場合を含む。)、かかる株式の払込期日(払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下、本④において同じ。)に、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日(株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本

④において同じ。)に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが

当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当た

り払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得

価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また

株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得に際し

て交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対

価の確定時点において発行又は処分される株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取得され普

通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを

適用する。

⑤　行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産(金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、

当該財産の適正な評価額とする。以下、本⑤において同じ。)の合計額が下記(d)に定める普通株

式１株当たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発

行する場合(新株予約権無償割当ての場合を含む。)、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権

無償割当ての場合にはその効力が生ずる日(新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当

該基準日。以下、本⑤において同じ。)に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新

株予約権全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得

価額調整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額

と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計

算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以

降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場

合にはその翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得又は行使に際して交付される普

通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時点に

おいて発行される新株予約権全てが当該対価の確定時点の条件で行使され又は取得されて普通株

式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用

する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役そ

の他の役員又は従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新

株予約権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①乃至③のいずれかに該当する場合には、当社はA種種類株

主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその

他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

①　合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分

割、吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は

新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。

②　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の

算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

③　その他、発行済普通株式数(但し、当社が保有する普通株式の数を除く。)の変更又は変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日(但し、取得

価額を調整すべき事由について株式会社東京証券取引所(以下、「東京証券取引所」といいます。)

が提供する適時開示情報閲覧サービスにおいて公表された場合には、当該公表が行われた日)に先立

つ連続する30取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引の売買高加重平均価格

(以下、「VWAP」といいます。)の平均値(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五

入する。)とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行わ

れる日をいい、VWAPが発表されない日は含まないものとする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、本(e)により不要とされた調整は繰り越

されて、その後の調整の計算において斟酌される。

(5) 普通株式対価取得請求受付場所

曙ブレーキ工業株式会社　本店
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(6) 普通株式対価取得請求の効力発生

普通株式対価取得請求の効力は、普通株式対価取得請求に要する書類が上記(5)に記載する普通株式対

価取得請求受付場所に到達したとき又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点に発

生する。

(7) 普通株式の交付方法

当社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価取得請求をしたA種種類株主に対し

て、当該A種種類株主が指定する株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有

欄に振替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。

5．金銭を対価とする取得請求権

(1) 金銭対価取得請求権

A種種類株主は、2019年10月１日以降いつでも、当社に対して、下記(2)に定める額の金銭の交付と引

換えに、その有するA種種類株式の全部又は一部を取得することを請求すること(以下、「金銭対価取得

請求」といいます。)ができるものとし、当社は、当該金銭対価取得請求に係るA種種類株式を取得する

のと引換えに、法令の許容する範囲内において、下記(2)に定める額の金銭を、当該A種種類株主に対し

て交付するものとする。但し、金銭対価取得請求に基づきA種種類株主に対して交付される金銭のうちA

種種類株式１株当たりの払込金額相当額に金銭対価取得請求に係るA種種類株式の数を乗じた額の合計額

が、累計で66億円を超える場合には、A種種類株主はかかる金銭対価取得請求を行うことはできない。

(2) A種種類株式の取得と引換えに交付する金銭の額

A種種類株式の取得と引換えに交付する金銭の額は、金銭対価取得請求に係るA種種類株式の数に、

(ⅰ)A種種類株式１株当たりの払込金額相当額に下記に定める金銭対価取得プレミアムを乗じて得られる

額並びに(ⅱ)A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる額とする。

なお、本5.においては、A種累積未払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残

余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「金銭対価取得請求の効力が生じた日」と読み

替えて、A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額を計算する。

「金銭対価取得プレミアム」とは、金銭対価取得請求の効力が生ずる日が以下の各号のいずれの期間

に属するかの区分に応じて、以下の各号に定める数値をいう。

①　2020年６月30日まで ：1.05

②　2020年７月１日から2021年６月30日まで ：1.12

③　2021年７月１日から2022年６月30日まで ：1.19

④　2022年７月１日から2023年６月30日まで ：1.26

⑤　2023年７月１日から2024年６月30日まで ：1.33

⑥　2024年７月１日から2025年６月30日まで ：1.40

⑦　2025年７月１日以降 ：1.47
 

(3) 金銭対価取得請求受付場所

曙ブレーキ工業株式会社　本店

(4) 金銭対価取得請求の効力発生

金銭対価取得請求事前通知の効力は、金銭対価取得請求事前通知に要する書類が上記(3)に記載する金

銭対価取得請求受付場所に到達したとき又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点

に発生する。金銭対価取得請求の効力は、当該金銭対価取得請求事前通知に係る金銭対価取得請求日に

おいて発生する。

6．金銭を対価とする取得条項

当社は、2019年10月１日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日(以下、「金銭対価償還日」とい

います。)が到来することをもって、A種種類株主等に対して、金銭対価償還日の14日前までに書面による

通知(撤回不能とする。)を行った上で、法令の許容する範囲内において、金銭を対価として、A種種類株式

の全部又は一部(但し、一部の取得は、1,000株の整数倍の株数に限る。)を取得することができる(以下、

「金銭対価償還」といいます。)ものとし、当社は、当該金銭対価償還に係るA種種類株式を取得するのと

引換えに、当該金銭対価償還に係るA種種類株式の数に、(ⅰ)A種種類株式１株当たりの払込金額相当額に

下記に定める償還係数を乗じて得られる額並びに(ⅱ)A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額

の合計額を乗じて得られる額の金銭を、A種種類株主に対して交付するものとする。なお、本6.において

は、A種累積未払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われ

る日」及び「分配日」をそれぞれ「金銭対価償還日」と読み替えて、A種累積未払配当金相当額及び日割未

払優先配当金額を計算する。また、金銭対価償還に係るA種種類株式の取得と引換えに交付する金銭に１円

に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

A種種類株式の一部を取得するときは、按分比例その他当社の取締役会が定める合理的な方法によって、

A種種類株主から取得すべきA種種類株式を決定する。
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「償還係数」とは、金銭対価償還日が以下の各号のいずれの期間に属するかの区分に応じて、以下の各

号に定める数値をいう。

①　2020年６月30日まで　 ：1.08

②　2020年７月１日から2021年６月30日まで　 ：1.15

③　2021年７月１日から2022年６月30日まで　 ：1.22

④　2022年７月１日から2023年６月30日まで　 ：1.29

⑤　2023年７月１日から2024年６月30日まで　 ：1.36

⑥　2024年７月１日から2025年６月30日まで　 ：1.43

⑦　2025年７月１日以降　 ：1.50
 

7．自己株式の取得に際しての売主追加請求権の排除

当社が株主総会の決議によってA種種類株主との合意により当該A種種類株主の有するA種種類株式の全部

又は一部を取得する旨を決定する場合には、会社法第160条第２項及び第３項の規定を適用しないものとす

る。

8．株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、A種種類株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2) 当社は、A種種類株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えない。

(3) 当社は、A種種類株主には、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

9． 優先順位

(1) A種優先配当金、A種累積未払配当金相当額及び普通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者

(以下、「普通株主等」と総称する。)に対する剰余金の配当の支払順位は、A種累積未払配当金相当額

が第１順位、A種優先配当金が第２順位、普通株主等に対する剰余金の配当が第３順位とする。

(2) A種種類株式及び普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、A種種類株式に係る残余財産の分配を

第１順位、普通株式に係る残余財産の分配を第２順位とする。

(3) 当社が剰余金の配当又は残余財産の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を

行うために必要な総額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行うために

必要な金額に応じた按分比例の方法により剰余金の配当又は残余財産の分配を行う。

10．種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 136,012 ― 19,939 ― 40
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(5) 【大株主の状況】

所有株式数別

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 15,495 11.59

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井６－26－１ 12,111 9.06

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 11,819 8.84

株式会社アイシン 愛知県刈谷市朝日町２－１ 3,133 2.34

曙ブレーキ誠和魂従業員持株会 東京都中央区日本橋小網町19－５ 2,472 1.85

林　勇一郎 東京都渋谷区 2,300 1.72

株式会社日本カストディ銀行(信託
口)

東京都中央区晴海１－８－12 2,110 1.57

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋１－４－１ 2,000 1.49

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 2,000 1.49

スズキ株式会社 静岡県浜松市南区高塚町300 1,751 1.31

計 ― 55,193 41.31
 

(注)上記のほか、当社が実質的に所有している自己株式が2,413千株あります。

 

所有議決権数別

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の議決権数
に対する

所有議決権数
の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 154,951 11.60

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井６－26－１ 121,111 9.07

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 118,198 8.85

株式会社アイシン 愛知県刈谷市朝日町２－１ 31,337 2.34

曙ブレーキ誠和魂従業員持株会 東京都中央区日本橋小網町19－５ 24,723 1.85

林　勇一郎 東京都渋谷区 23,000 1.72

株式会社日本カストディ銀行(信託
口)

東京都中央区晴海１－８－12 21,106 1.58

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋１－４－１ 20,000 1.49

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 20,000 1.49

スズキ株式会社 静岡県浜松市南区高塚町300 17,510 1.31

計 ― 551,936 41.35
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
A種種類株式

20,000
－ (注)３

議決権制限株式(自己株式等) － － ―

議決権制限株式(その他) － － ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － 単元株式数100株

2,413,800

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,334,678 同上
133,468,800

単元未満株式
普通株式

－ ―
109,743

発行済株式総数 136,012,343 － ―

総株主の議決権 － 1,334,678 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,500株(議決権35個)含ま

れております。また、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質所有していない株式1,000株(議決権10

個)は、株式数の欄には含まれておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

３　A種種類株式の内容は、「(1)株式の総数等　②発行済株式」に記載しております。

　

② 【自己株式等】

  2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
曙ブレーキ工業㈱

東京都中央区日本橋小網町19－５ 2,413,800 － 2,413,800 1.77

計 ― 2,413,800 － 2,413,800 1.77
 

(注)上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質所有していない株式が1,000株(議決権10個)ありま

す。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

曙ブレーキ工業株式会社(E02161)

四半期報告書

15/28



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 29,592 31,580

  受取手形及び売掛金 25,968 23,579

  商品及び製品 3,862 5,422

  仕掛品 1,415 1,742

  原材料及び貯蔵品 6,885 8,778

  その他 2,388 2,820

  貸倒引当金 △136 △136

  流動資産合計 69,974 73,785

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 48,981 47,030

    減価償却累計額 △37,761 △37,634

    建物及び構築物（純額） 11,220 9,396

   機械装置及び運搬具 138,047 140,180

    減価償却累計額 △121,240 △122,615

    機械装置及び運搬具（純額） 16,807 17,566

   土地 13,551 13,285

   建設仮勘定 3,698 3,643

   その他 22,275 22,730

    減価償却累計額 △20,731 △21,032

    その他（純額） 1,544 1,698

   有形固定資産合計 46,820 45,588

  無形固定資産 2,301 2,311

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,752 6,970

   退職給付に係る資産 5,810 6,071

   繰延税金資産 512 560

   その他 1,458 1,343

   投資その他の資産合計 13,532 14,945

  固定資産合計 62,653 62,845

 資産合計 132,627 136,630
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 17,185 16,343

  1年内返済予定の長期借入金 300 600

  リース債務 673 637

  未払法人税等 299 658

  未払費用 8,084 7,471

  賞与引当金 1,172 1,112

  設備関係支払手形 163 413

  その他 3,436 3,404

  流動負債合計 31,311 30,638

 固定負債   

  社債 2,000 －

  長期借入金 45,193 47,329

  リース債務 763 500

  役員退職慰労引当金 2 3

  退職給付に係る負債 2,435 2,465

  繰延税金負債 2,538 2,996

  再評価に係る繰延税金負債 1,668 1,617

  その他 4,075 3,678

  固定負債合計 58,674 58,588

 負債合計 89,985 89,226

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 19,939 19,939

  資本剰余金 2,366 2,366

  利益剰余金 9,060 11,517

  自己株式 △1,612 △1,612

  株主資本合計 29,753 32,209

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,696 3,550

  土地再評価差額金 3,911 3,790

  為替換算調整勘定 △683 251

  退職給付に係る調整累計額 1,581 1,502

  その他の包括利益累計額合計 7,504 9,093

 新株予約権 3 3

 非支配株主持分 5,382 6,099

 純資産合計 42,642 47,404

負債純資産合計 132,627 136,630
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 60,511 67,520

売上原価 56,856 57,831

売上総利益 3,655 9,689

販売費及び一般管理費 ※  6,741 ※  6,588

営業利益又は営業損失（△） △3,086 3,101

営業外収益   

 受取利息 24 38

 受取配当金 85 98

 為替差益 － 357

 雇用調整助成金 489 －

 その他 79 76

 営業外収益合計 678 569

営業外費用   

 支払利息 522 433

 為替差損 446 －

 製品補償費 54 67

 休業手当 401 －

 その他 348 217

 営業外費用合計 1,770 717

経常利益又は経常損失（△） △4,178 2,953

特別利益   

 固定資産売却益 1 504

 補助金収入 22 －

 新株予約権戻入益 1 －

 特別利益合計 24 504

特別損失   

 固定資産除売却損 4 54

 事業構造改善費用 1,025 121

 特別損失合計 1,029 175

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△5,183 3,282

法人税、住民税及び事業税 198 591

法人税等調整額 16 38

法人税等合計 215 629

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,398 2,653

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 405

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△5,403 2,248
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,398 2,653

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 230 854

 為替換算調整勘定 △1,162 1,270

 退職給付に係る調整額 78 △86

 その他の包括利益合計 △853 2,039

四半期包括利益 △6,251 4,692

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △6,024 3,958

 非支配株主に係る四半期包括利益 △227 734
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△5,183 3,282

 減価償却費 3,009 2,769

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △2

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 170 △382

 受取利息及び受取配当金 △110 △136

 支払利息 522 433

 固定資産除売却損益（△は益） 3 △450

 売上債権の増減額（△は増加） 8,829 3,131

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,479 △3,277

 仕入債務の増減額（△は減少） △6,574 △1,253

 その他 129 △316

 小計 △693 3,799

 利息及び配当金の受取額 110 136

 利息の支払額 △521 △431

 法人税等の支払額 △820 △428

 法人税等の還付額 22 27

 事業再編による支出 △1,861 △1,045

 その他 △200 △200

 営業活動によるキャッシュ・フロー △3,963 1,858

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,312 △1,830

 有形及び無形固定資産の売却による収入 69 2,506

 投資有価証券の取得による支出 △0 △0

 その他 46 19

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,196 695

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 932 －

 長期借入金の返済による支出 △679 △300

 配当金の支払額 △402 －

 非支配株主への配当金の支払額 △373 △165

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,877 △314

 自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,399 △779

現金及び現金同等物に係る換算差額 △75 213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,632 1,987

現金及び現金同等物の期首残高 32,687 29,592

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  24,055 ※  31,580
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【注記事項】

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来、販売代

金(対価)の回収期間にわたり収益認識しておりました製品販売の一部(金型取引)について、当該製品の支配が顧客

に移転した一時点で収益を認識する方法に変更しております。また、顧客に支払われる対価である販売促進費につ

いては、従来、販売費及び一般管理費として処理する方法によっておりましたが、売上高から減額する方法に変更

しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第

86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会

計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は35百万円減少し、販売費及び一般管理費は43百万円減少し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ８百万円増加しております。また、利益剰余金の当期

首残高は88百万円増加しております。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号　2020年３月31日)第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

 
(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企

業会計基準第10号　2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより、その他有価証券のうち時価のある

ものについては、従来、決算日前１ヶ月の市場価格等の平均価格に基づく時価法を採用しておりましたが、第１四

半期連結会計期間より、決算日の市場価格等に基づく時価法に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表において、

投資有価証券が26百万円、繰延税金負債が８百万円、その他有価証券評価差額金が18百万円それぞれ増加しており

ます。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　　偶発債務

　　債務保証

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度(2021年３月31日)  当第２四半期連結会計期間(2021年９月30日)

協同組合ウィングバレイ 19百万円  協同組合ウィングバレイ 15百万円
 

(注)　協同組合ウィングバレイに対する債務保証は、同組合の借入金残高(前連結会計年度末23百万円、当第２四

半期連結会計期間末15百万円)に対する当社グループ連帯保証額であります。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　　至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　　至 2021年９月30日）

給料 2,299百万円 2,255百万円

賞与引当金繰入額 186百万円 221百万円

退職給付費用 107百万円 20百万円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

現金及び預金勘定 24,055百万円 31,580百万円

現金及び現金同等物 24,055百万円 31,580百万円
 

 
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

１．株主資本の著しい変動

当社は、2020年７月30日開催の定時株主総会の決議に基づき、その他資本剰余金を17,160百万円減少し、同額

をその他利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。なお、これによる株主資本の合計金額への影響は

ありません。

 
２．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年７月30日
定時株主総会

A種種類株式 402 20,111.50 2020年６月19日 2020年７月31日 資本剰余金
 

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 北米 欧州 中国 タイ

インド
ネシア

売上高          

外部顧客への
売上高

23,054 19,786 5,330 4,997 2,394 4,951 60,511 － 60,511

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,693 1,103 474 38 197 602 5,107 △5,107 －

計 25,746 20,888 5,804 5,035 2,591 5,553 65,618 △5,107 60,511

セグメント利益
又は損失(△)

△923 △2,458 △88 △12 120 108 △3,253 167 △3,086
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 北米 欧州 中国 タイ

インド
ネシア

売上高          

外部顧客への
売上高

28,906 15,667 6,052 5,652 3,209 8,034 67,520 － 67,520

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,649 537 228 68 230 593 5,305 △5,305 －

計 32,555 16,204 6,280 5,720 3,438 8,627 72,825 △5,305 67,520

セグメント利益
又は損失(△)

2,660 △1,214 △44 178 504 920 3,005 96 3,101
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「日本」の売上高は35百万円減少し、セ

グメント利益は８百万円増加しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

日本 北米 欧州 中国 タイ
インド
ネシア

自動車・自動二輪車向け 23,183 15,667 6,033 5,652 3,209 8,034 61,778

産業機械・鉄道車両向け 5,233 － － － － － 5,233

その他 490 － 19 － 0 － 509

顧客との契約から生じる収益 28,906 15,667 6,052 5,652 3,209 8,034 67,520

外部顧客への売上高 28,906 15,667 6,052 5,652 3,209 8,034 67,520
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益又は
　　１株当たり四半期純損失(△)

△40円45銭 16円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

△5,403 2,248

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

（うち優先配当額(百万円)） (－) (－)

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

△5,403 2,248

普通株式の期中平均株式数(千株) 133,568 133,578

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － ４円98銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

（うち優先配当額(百万円)） (－) (－)

普通株式増加数(千株) － 317,659
 

(注)前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、

１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

インドネシアの連結子会社であるPT. Akebono Brake Astra Indonesiaにおいて、2021年７月21日に火災が発生い

たしました。同日に火災は鎮火しましたが、自動車用ディスクブレーキのメッキ設備や建物屋根等に物的被害が生じ

ております。なお、人的被害はありません。

復旧につきましては、被害の大きかった自動車用ディスクブレーキのメッキ設備については、現地のメッキ会社へ

メッキ工程を外注しており、また、被害のあった加工設備、摩擦材生産設備については修復作業が完了しておりま

す。現在、生産は通常通り稼働しており、お客様への納入に影響は出ておりません。

当該火災にともなう損失額については、外注加工費などの営業費用の増加として約２億円、固定資産や棚卸資産の

滅失損等として約２億円(特別損失)を見込んでおります。なお当社グループでは、かかる損害に備えた火災保険を付

保しておりますが、保険金の受取総額は現時点では確定しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2021年11月12日
 

 

曙ブレーキ工業株式会社

取締役会　御中
 

 
有限責任監査法人トーマツ 
東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 丸　　地　　肖　　幸 ㊞ 

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　　原　　一　　貴 ㊞ 

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている曙ブレーキ工業

株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021

年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、曙ブレーキ工業株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

曙ブレーキ工業株式会社(E02161)

四半期報告書

28/28


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

